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平 成 2 6 年 5 月 8 日

公益財団法人 日本環境協会

「環境配慮型融資促進利子補給金交付事業」よくある質問と回答

（Q&A 集：ver.1）

本 Q&A 集は、公益財団法人 日本環境協会（以下「当協会」という。）が作成・開示

した環境配慮型融資促進利子補給金交付事業交付規程（以下「交付規程」という。）に

規定されている手続き等に対し、金融機関からよく頂く質問を想定・整理し、回答を記

載したものです。よって、今後、事業を運用していく中で、質問項目の追加や回答内容

の改定等をすることがあります。その際は、都度、指定金融機関に連絡をしますので、

変更箇所をよく確認してください。

なお、環境省の平成 26 年度事業において「環境リスク調査融資促進利子補給金交付

事業」（基金事業実施者：一般社団法人 環境パートナーシップ会議）が実施されてい

ます。この事業は、政策目的等が異なる別事業であるため、運用方法等が異なる点があ

りますので、ご了承ください。

基本的事項

１－１．利子補給金総額はいくらですか。

【答】

約 5 億 1,200 万円（平成 25 年度の採択案件に係る利子補給金（継続分）約 4,000 万円を

含む）です。なお、予算の範囲内において交付するものですので、今年度の利子補給金

総額を超える申請が見込まれる場合等、状況によって、今年度の途中でも募集を終了す

ることがあります。

また、本 Q&A 集 2-2 に記載のとおり、利子補給金の交付は、毎年度の予算措置を前

提として、最大３年間行われますが、今年度に設置した環境配慮型融資促進利子補給基

金は、今年度に必要な利子補給金の交付を行うための基金であり、平成 27 年度以降に

交付する利子補給金（以下「後年度負担」という。）については、各年度の予算措置が

前提となります。よって、今年度、多数の交付決定を行った結果、例えば、後年度負担

が平成 27 年度の予算額を超え、利子補給金交付事業に支障を来す事態等（以下例ご参

照）が発生することも想定されます。そのような事態を避けるため、平成 27 年度の予

算措置の状況等により、今年度の途中でも募集を終了することがあります。



2

   

１－２．利子補給の交付先は誰になりますか。

【答】

本事業では指定金融機関が利子補給の交付先となります。このため、融資先事業者に

帰責される事由により交付取消しとなった場合であっても、交付した利子補給金の返還

義務は、指定金融機関が負うことになります。

１－３．どのような事業への融資が利子補給の対象となりますか。

【答】

交付規程 第４条第１項（４）に規定する地球温暖化対策のための設備投資の事業で

す。よって、二酸化炭素吸収源対策は対象外となります。

利子補給

２－１．融資上限額はいくらですか。

【答】

20 億円です。

２－２．利子補給期間は何年ですか。

【答】

利子補給期間は、環境配慮型融資促進利子補給金交付事業実施要領（平成 25 年４月

23 日付け環政経発第 1304234 号）５．の規定に基づき、毎年度の予算措置を前提とし

て、当該融資の開始の日から起算して３年を経過するまでの間（ただし、融資期間を超

えないものとする。）となります。

ただし、今年度に設置した環境配慮型融資促進利子補給基金は、今年度に必要な利子

補給金の交付を行うための基金であることから、本基金からの利子補給金の支払いは、

平成 26 年度分となります。
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２－３．利子補給金の額はどのように計算されますか。

【答】

利子補給金の額は、単位期間ごとに次に掲げる算式をもって計算した額を上限としま

す。ただし、当該額の合計が基金の造成額を超える場合にあっては、基金の造成額の範

囲内において算出するものとします。

     Ｂ

Ａ×    ×Ｃ
３６５

Ａ 当該単位期間における当該融資契約に係る貸付残高

Ｂ 当該単位期間における貸付残高の存する日数

Ｃ １％又は貸付利率の３分の２のうちいずれか低い方の利率

※貸付利率の３分の２が割り切れない場合

利子補給率は、小数点第４位以下を切り捨てます。

  例１：契約利率１％の場合

      １％×２÷３＝0.6666… →0.666％

  例２：契約利率２％の場合

      ２％×２÷３＝1.3333… →１％（上限１％のため）

また、貸付残高に利子補給率を乗じた後は、小数点以下を切り捨てます。

２－４．融資の開始の日より、１年以内の据置期間が認められるとのことですが、据置

期間の設定が認められた場合、具体的にはどのような返済となるのでしょうか。

【答】

１年間の据置期間が設定された場合、融資の開始の日から１年を経過した後に最初に

迎える単位期間の末日から、元金の返済を開始していただきます。

7 月 11 日から同年 9 月 10 日までの期間に開始された融資に係る第１回目の単位

期間を 9 月 10 日までとした場合は第 1 回目及び第 2 回目について、3 月 10 日までと

した場合は第１回目のみ、元金の償還を行わなくてもよいということになります。

具体例は、巻末別紙１のとおりです。

２－５．９月１０日、３月１０日が概算払日とのことですが、休日の場合はいつ振り込

まれるのでしょうか。

【答】

例外として、前営業日又は翌営業日を選択していただき、その選択した日に当該日ま

での利子補給支払額が振り込まれます。

前営業日又は翌営業日の選択については、指定金融機関ごとに、どちらかに統一して

ください。

申請

３－１．いつまでの融資が交付申請の条件になりますか。

【答】

原則として、平成 27 年 1 月 10 日までに、融資の開始の日が設定されているものが
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対象になります。なお、平成 27 年 1 月 11 日から同年 2 月 10 日までの期間に融資の

開始の日を設定する融資であって、第１回目の単位期間を 3 月 10 日までとする案件に

ついては、例外として認めます。（第１回目の単位期間を 9 月 10 日までとした場合、

今年度中に交付申請から額確定等の一連の手続きを完了することが出来ないため。）

３－２．融資計画書等の提出はいつからできますか。

【答】

指定金融機関の公募に際し、金融機関から提出された応募申請書を当協会で審査し、

採択通知書を送付します。その後、当協会と金融機関との間で協定書が締結された後に

融資計画書等を提出できることになります。

融資計画書は、指定金融機関が融資先事業者と金銭消費貸借契約書を締結する日の２

ヶ月前から 10 日前まで提出ができます。

なお、金銭消費貸借契約の契約日が融資計画書に記載されている予定日より、1 ヶ月

以上遅くなる場合は、方針決定を取り消す場合がありますので、融資計画書を提出され

る時期については御注意ください。

３－３．どのように案件を決定するのでしょうか。具体的にお教えください。

【答】

融資計画書及びその添付書類（以下「融資計画書等」という。）の受理順で審査をし

ます。なお、受理順としていますが、融資計画書等の不足及び不備がある場合は他の指

定金融機関より先に提出されていても受理をいたしません。御提出前に必ず不足及び不

備がないかの御確認をお願いいたします。また、交付規程で規定した書類に加え、提出

書類の一覧表も御提出ください。

＜融資計画書 添付書類＞

① 当該融資に係る事業計画書（交付規程様式第２別紙１）

② 利子補給金交付請求予定一覧表（交付規程様式第２別紙２）

③ 融資先事業者の会社概要

④ 二酸化炭素排出原単位又は二酸化炭素排出量の現況（交付規程 第４条第３項に規定

する誓約達成の基準となる年度の二酸化炭素排出原単位又は二酸化炭素排出量をい

う。）及びその算出根拠に係る資料（融資先事業者の代表者氏名の記載及び押印のあ

るもの）

⑤ 前各号に掲げるもののほか、当協会が必要と認める書類

⑥ 提出書類の一覧表

３－４．交付規程 様式第２別紙１「当該融資に係る事業計画書」について、「資金使

途」欄はどのように記載すればよいですか。

【答】

利子補給の対象となる融資の資金が、地球温暖化対策のための設備投資に適切に使用

されることを本欄の記載内容等から確認するため、工事地点や工事期間、設備の名称及

び費用（複数ある場合は、設備ごとに記載すること。）、当該設備がどのように二酸化炭

素排出量の削減に寄与するか（必要に応じ、当該設備のパンフレット等概要が分かるも

のを別添すること。）等を記載し、加えて、当該設備に対する工事請負業者等からの見

積書の写しを御提出ください。なお、様式に収まらない場合は、巻末別紙２を参考に、
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別添資料を作成してください。

また、上記の見積書が、複数の設備等をまとめた一式となっている場合であっても、

別添資料等から、二酸化炭素排出量等の削減効果を確認できる場合は、当該見積書の明

細等は不要とします。

３－５．「当該融資に係る事業計画書」に添付する見積書の写しについて、当該設備に

係る仕様等の詳細が確定する前であり、見積書の提出が困難と融資先事業者から相談を

受けています。他には、どのような書類が認められるでしょうか。

【答】

資金使途証明書など、指定金融機関の融資審査の際に、資金使途の確認のために用い

た書類を御提出ください（融資計画書の提出時に当該書類の提出が困難な場合は、交付

申請時での提出も可とします。）。また、後日、見積書の写しを御提出ください。ただし、

見積書の写しを当協会にて確認した結果、不備が認められる場合は、交付決定の取消を

行うことがあります。

３－６．融資計画書提出前に事前相談ができますか。

【答】

事前相談を受け付けます。指定金融機関で申請条件等が判断できない場合や申請書の

書き方及び提出書類の確認等について御相談ください。

ただし、融資計画書等の受理順に審査を行いますので、事前相談をもって審査を開始

するものではございません。

３－７．交付規程 第４条第１項の「融資の開始の日」とは具体的にいつの日を指しま

すか。

【答】

指定金融機関から融資先事業者に貸付金が入金される日です。

３－８．契約金利の上下限に制限はありますか。

【答】

上下限は設けておりませんが、本事業の適用が行われない場合と同条件としてくださ

い。利子補給を理由として、通常よりも金利を高く設定することはできません。

３－９．変動金利は対象になりますか。

【答】

固定金利のみとし、利子補給期間中に金利が変動する融資は対象外となります。

３－１０．分割融資は利子補給対象になりますか。

【答】

対象となりません。

３－１１．シンジケートローンでの融資案件は利子補給対象になりますか。

【答】

シンジケートローンにおける融資額が、融資上限額（20 億円）の範囲内であり、そ

のうち、指定金融機関から構成される部分については対象とします。加えて、アレンジ
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ャー行（シンジケートローン組成幹事行）とエージェント行（事務取りまとめ行）が同

一の指定金融機関であり、当該指定金融機関が融資先事業者に対し環境配慮型融資を行

うことを条件とします。

利子補給金の交付はエージェント行に対して行うこと（名宛人はエージェント行の

み。）とします。このため、交付申請等の手続きに際しては、エージェント行が一括し

て行ってください。また、エージェント行は、利子補給金の他の指定金融機関への分配

を適切に行ってください。なお、交付申請書等を御提出いただく際に、シンジケートロ

ーンの場合は提出書類の他に、幹事行名と参加行名を記載した書類を提出ください。

３－１２．複数行でのバイラテラル方式による融資案件は利子補給対象になりますか。

【答】

二酸化炭素排出量等の削減効果のダブルカウントを避けるため等の理由により、融資

先事業者における同一の事業に対して、複数の交付決定は行いません。融資先事業者に

おける同一の事業に対し、複数の指定金融機関が交付申請した場合は、先着順とします。

３－１３．ＣＭＳ（キャッシュマネジメントシステム。企業グループにおいて、親会社

や金融子会社等が、グループ全体の現金や流動資産を一元的に管理し、グループ各社で

生じる資金の過不足を調整することで、効率的な資金利用を図るもの。）での融資案件

は利子補給対象になりますか。

【答】

以下の条件を全て満たす場合には、ＣＭＳを利子補給対象とします。



7

<条件>
（１）資金供給者から設備投資主体への資金の流れを明確にするための証明書類を提出

すること。

（２）少なくとも資金供給者及び設備投資主体の両者を対象とした環境格付を行うこと

（それ以外の主体が含まれても可。）。

（３）二酸化炭素排出削減について、少なくとも資金供給者及び設備投資主体の両者を

含み、かつ以下３要件を満たした上で誓約をすること。

①  誓約期間を通じて算定範囲が固定され、一貫した二酸化炭素排出量の管理がな

される。

②  融資対象設備が二酸化炭素排出量の削減に寄与する。

③  資金供給者と設備投資主体との間に事業関連性がある。

３－１４．ＣＭＳの場合、誓約範囲を事業所単位にすることはできますか。また、誓約

達成の考え方はどのようになるのでしょうか。

【答】

以下の通りとします。

・資金供給者の誓約範囲は、事業者単位としてください。設備投資主体については、事

業者単位、事業所単位のどちらでも誓約範囲とすることができるものとします。

・誓約達成の考え方については、以下の２通りのうち、どちらかを選択してください。

  ① 資金供給者、設備投資主体ごとに誓約をし、それぞれが誓約を達成した場合に、全

体としての誓約を達成したものとする考え方

  ② 資金供給者及び設備投資主体における二酸化炭素排出原単位又は二酸化炭素排出

量を合成し、その改善／削減によって、誓約の達成を判断する考え方

・ただし、上記の②を選択した場合、資金供給者及び設備投資主体は、二酸化炭素排出

原単位又は二酸化炭素排出量のどちらかの誓約内容に統一してください。また、二酸

化炭素排出原単位に統一した場合は、本 Q&A 集 4-12 の考え方に準じて達成を判断す

るものとします（具体例は、以下を参照。）。二酸化炭素排出量に統一した場合は、両

者の排出量を単純合計し、その削減率で達成を判断するものとします。
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○ 設備投資主体が事業所単位を選択し、二酸化炭素排出原単位５％改善での誓約に統一

した場合の例

番

号
事業者

事業者ごとの CO2排出量原単位等の計算

CO2排出量

（t-CO2）

○Ａ の

構成割合

（％）

CO2排出量

原単位分母

CO2排出量

原単位

基準年度の

CO2排出量

原単位

CO2排出量

原単位の対

基準年度比

（％）

CO2排出量

原単位の対

基準年度比

の寄与度

（％）

○Ａ ○Ｂ ○Ｃ ○Ｄ =○Ａ
/○Ｃ ○Ｅ ○Ｆ =○Ｄ

/○Ｅ×100

○Ｇ =○Ｂ ×

○Ｆ /100

１
Ａ社

(資金供給者)
9,500 95

95

販売数量

〔単位：ｔ〕

100 103 97.1 ①  92.2

２

Ｂ社の b事業

所

(設備投資主

体)

500 5

50

延床面積

〔単位：㎡〕

10 30 33.3 ②   1.7

事業者全体

○Ｈ （合計）

100％

○Ｉ =①+② 93.9

10,000
改善率＝

100％－○Ｉ
6.1

  
  ⇒ 改善率が基準年度比で５％を超えているため、達成。

３－１５．手許資金で支払をした費用を融資額の算定に当たって計上することはできま

すか。

【答】

本事業では、利子補給金の交付によって、地球温暖化対策のための設備投資を促進する

という事業目的等の観点から、手許資金で支払をした費用を融資額の算定に当たって計上

することは認められません。

３－１６．再生可能エネルギー固定価格買取制度を利用する予定の事業に対する融資案

件は、利子補給対象になりますか。

【答】

利子補給により、融資先事業者における二酸化炭素排出量の削減を促進するという観

点から、発電した電気をすべて系統に送電する配線にする場合（発電量全量を売電対象

とする場合）は利子補給対象外となります。それ以外（余剰売電の場合）は、対象とな

ります。

３－１７．他の補助金との併用は可能ですか。

【答】

本事業においては、二酸化炭素排出量等の削減効果のダブルカウントを避けるため等

の理由により、以下の通り、他の補助金との併用を認めておりませんが、他の補助金に

おいて、その補助目的や性質上併用を認める制度もありますので、当協会まで個別に御

相談下さい。

・同一設備投資への、国の他の補助金の併用は不可（異なる設備投資への、省エネ・

二酸化炭素削減目的以外の国の他の補助金の併用は可能）

・都道府県、市町村による補助金は併用可（原資が国からの補助金の場合は併用不可）
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３－１８．信用保証協会による保証付融資について、利子補給を受けることは可能です

か。

【答】

信用保証協会による保証付融資も、利子補給の対象となりますが、例えば、融資先事

業者における返済が困難になり、信用保証協会から代位弁済を受ける場合等であっても、

交付規程 第 20 条第１項（５）の取消事由に該当し、利子補給金の返還を命じる可能

性があります。また、融資金の資金使途は、地球温暖化対策に係る設備投資に限られ、

信用保証料等に充てることはできませんので、御注意ください。

３－１９．グリーン投資減税との併用はできますか。

【答】

グリーン投資減税については、平成 25 年度税制改正において、国又は地方公共団体

の補助金等をもって取得等したものは、グリーン投資減税の対象外とされています。本

事業における利子補給金においても、上記の「補助金等」に含まれると解釈される可能

性があるため、御注意ください。

３－２０．生産性向上設備投資促進税制との併用はできますか。

【答】

生産性向上設備促進税制については、補助金との併用が可能とされています。

３－２１．学校法人や医療法人等が行う事業に対する融資案件は、利子補給対象になり

ますか。

【答】

本事業では、民間事業者が行う事業を対象としております。よって、融資先事業者が

民間事業者であれば対象となります。（学校法人及び医療法人である場合は、国公立は

対象外となります。）

３－２２．社会福祉法人や NPO 法人が介護福祉施設を運営していることがあります。

その団体が地球温暖化対策のための設備投資を行う事業に対する融資案件は、利子補給

対象になりますか。

【答】

対象となります。予め融資計画書提出前に団体の種類（社会福祉法人或いは NPO 法

人等）を当協会に御連絡ください。

３－２３．特例民法法人並びに一般社団法人・一般財団法人及び公益社団法人・公益財

団法人が地球温暖化対策のための設備投資を行う事業に対する融資案件は、利子補給対

象になりますか。

【答】

対象となります。予め融資計画書提出前に団体の種類（特例民法法人或いは一般社団

法人等）を当協会に御連絡ください。

３－２４．交付申請書等の様式に記載する利子補給金額等をお教えください。
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【答】

様式の書き方については、https://www.jeas.or.jp/activ/prom_10_01.html に公表さ

れている記入例を参照ください。なお、利子補給期間は、融資の開始日から平成 27 年

3 月 10 日までとし、利子補給金額は、今年度に単位期間を 2 回迎える場合は 2 単位期

間の合計、単位期間が 1 回の場合は当該金額としてください。

また、平成 25 年度に採択された継続案件については、利子補給期間は平成 26 年 3
月 11 日から平成 27 年 3 月 10 日まで、利子補給金額は 2 単位期間の合計となります。

３－２５．交付規程 第１４条第２項及び第１５条第２項では単位期間毎に概算払請求

書を提出し、協会が必要があると認める場合は概算払をすることができると記載されて

います。必要があるとはどのような場合ですか。

【答】

融資返済日の後に利子補給金を指定金融機関に支払う場合、融資先事業者にとっては

一時的ではあるものの利子補給金相当分の金利を自己負担することになるケースが想

定されること等から、本事業においては、原則として、概算払いによる手続きを行って

いただくことを想定しています。指定金融機関においては、単位期間の 8 月末及び 2 月

末までに概算払請求書（交付規程様式第 10）等の提出をお願いします。

３－２６．平成 25 年度に採択された継続案件についても、交付申請書等の提出が必要

でしょうか。必要となる場合、交付規程 第 9 条では「融資先事業者との間で金消費

貸借契約を締結した後、速やかに」と記載されています。金銭消費貸借契約は平成 25

年度に締結済みですが、いつまでに交付申請書を提出する必要がありますでしょうか。

【答】

平成 25 年度に採択された継続案件については、交付規程 附則第２項に基づき、指

定金融機関は、平成 26 年 6 月末までに今年度分の利子補給金について交付申請書を御

提出ください。また、本 Q&A 集 7-15 のなお書もあわせて参照ください。

誓約

４－１．誓約期間は何年ですか。

【答】

誓約期間は、融資の開始の日の属する誓約単位年度（原則として、４月１日から翌年

３月 31 日まで）又はその翌誓約単位年度から起算して３年度又は５年度の間とします。

４－２．誓約する二酸化炭素排出原単位又は二酸化炭素排出量を把握する範囲はどこま

でですか。

【答】

事業者単位と事業所単位が選択できます。事業者単位とは、法人格の範囲を指し、事

業所単位とは、融資の対象となる設備が設置されている事業所を指します。なお、事業

所単位を選択する際には、以下の点に御注意ください。

・同一敷地内に A・B・C の３工場と D の事務所がある場合は、A～D の全ての建物

が対象となります。

・異なる敷地 A・B に、それぞれ a・b 工場がある場合は、a 工場、b 工場をまとめて、

事業所単位として設定することも可能とします。（なお、事業者単位を選択すること

も可能です。）
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・なお、上記のどちらの場合であっても、誓約期間を通じて算定範囲を固定し、一貫

した二酸化炭素排出量の管理を行ってください。

４－３．誓約はどのように選択すれば良いのですか。

【答】

下記①～④の中から１つ選択し、さらに事業者単位又は事業所単位を選択し、交付規

程様式第２別紙１に御記入ください。

① 誓約単位年度３年度の間に、二酸化炭素排出原単位（排出する二酸化炭素総排出

量を生産数量又はその代替値（売上高等）で除した数値をいう。以下同じ。）を３％

以上改善すること。

② 誓約単位年度３年度の間に、二酸化炭素排出量を３％以上削減すること。

③ 誓約単位年度５年度の間に、二酸化炭素排出原単位を５％以上改善すること。

④ 誓約単位年度５年度の間に、二酸化炭素排出量を５％以上削減すること。

４－４．誓約の基準年度はいつですか。

【答】

二酸化炭素排出削減に係る基準年度については、原則として平成 25 年度の排出量の

データを使用してください。

ただし、平成 25 年度の排出量データが算出されていない等により使用できない場合

のみ、平成 24 年度のデータを利用することも可能です。

４－５．誓約書について、書式がありませんが、指定金融機関で作成してよいでしょう

か。

【答】

本事業では、融資先事業者が指定金融機関に対して誓約をしていただくため、書式は

特に定めておりません。ただし、書式において、誓約期間（３年度又は５年度）、二酸

化酸素排出原単位又は二酸化炭素排出量、事業者単位又は事業所単位のどちらを選択し

たかが確認できるようにしてください。

４－６．融資計画書及び事業効果報告書提出時の二酸化炭素排出原単位又は二酸化炭素

排出量の現況及びその算出根拠に係る資料（融資先事業者の代表者氏名の記載及び押印

のあるもの）の提出についての指定はありますか。

【答】

原則として巻末別紙３のとおりです。

なお、上記の算出根拠に係る資料については、融資計画書を提出する時、また二酸化

炭素排出量削減の誓約を達成した際の事業効果報告書を提出する時の２回、併せて提出

していただきます。（毎年度の事業効果報告書の提出の際には、算出根拠に係る資料の

提出は不要です。）

４－７．誓約期間中の二酸化炭素排出量の算定に当たり、二酸化炭素排出係数は固定す

るのですか。

【答】

算定に使用する二酸化炭素排出係数は原則として以下の①とします。ただし、従来よ
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り固定係数で二酸化炭素排出量を算出している等の理由がある場合は②を選択するこ

とも可能です。どちらを選択したかは、事業計画書（交付規程様式第２別紙１）に御記

入ください。

いずれを採用した場合にも、誓約を達成するまでは、最初に選択した算定方法を途中

で変更することは原則として認められません。

① 省エネ法又は温対法に基づく各企業算定値（最新の排出係数を反映したもの）

② 排出係数を基準年度から固定した各企業算定値

４－８．誓約期間内は、協会から事業状況報告書の提出依頼があるのでしょうか。

【答】

当協会から依頼文書は送付いたしません。指定金融機関で管理し交付決定通知書（交

付規程様式第 5）に記載されている提出日までに事業状況報告書（交付規程様式第 14）
を提出してください。

４－９．事業所単位で誓約する場合、当該事業所を新設ビル・工場のみで申請すること

はできますか。

【答】

本事業では、過去の二酸化炭素排出量等の実績から誓約基準年度を設定するため、新

設ビル・工場のみを事業所単位として誓約することはできません。事業者単位で誓約し

てください。

４－１０．同一敷地内に複数の建物があり、その敷地内において新設ビル・工場を建設

する場合、当該建物を含め、誓約範囲として事業所単位を選択することはできますか。

【答】

同一敷地内で一貫した二酸化炭素排出量の管理が行われる場合は選択できます。

４－１１．原単位の削減で誓約をした場合、原単位を２つ設定してもよろしいでしょう

か。なお、省エネ法の原単位も２つ記載しています。

【答】

省エネ法で認められている場合、又は事業者の業務において、その内容や性質等が異

なるものがあり、原単位をそれぞれ設定することが合理的である場合は選択できます。

（例）小売業：営業時間で除した数値／本社（管理部門）：延床面積で除した数値

４－１２．原単位を２つ設定した場合、誓約達成の考え方はどのようになるのでしょう

か。

【答】

省エネ法に基づく定期報告書での考え方に準拠し、以下の通りとします。

・各事業分類ごとの CO2 排出量の構成割合…○Ｂを算出。

   ○Ｂ＝○Ｈ／○Ａ×100
・各事業分類ごとに CO2 排出量原単位…○Ｄ及び同原単位の対基準年度比…○Ｆを算出。

   ○Ｄ＝○Ａ/○Ｃ  ○Ｆ=○Ｄ/○Ｅ×100

・各事業分類ごとに、「CO2 排出量の構成割合」と「原単位の対基準年度比」を掛け、各

事業分類ごとの原単位の対基準年度比の寄与度…○Ｇを算出。
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   ○Ｇ=○Ｂ×○Ｆ/100

・各事業分類ごとの寄与度を合計して「原単位の対基準年度比の寄与度の合計値」…○Ｉを

求め、事業者全体の原単位の対基準年度比とする。

  ○Ｉ=①+②

・基準年度（100％）と「原単位の対基準年度比の寄与度の合計値」を比較し、３カ年３％

（又は５カ年５％）改善された場合、達成と見なす。

   改善率＝100％－○Ｉ

○ 基準年度（平成 24 年度）、誓約期間（平成 25 年度より５カ年５％）と仮定した場合

の例

番

号
事業分類

事業分類ごとの CO2 排出量原単位等の計算

CO2排出量

（t-CO2）

○Ａ の

構成割合

（％）

CO2排出量

原単位分母

CO2排出量

原単位

基準年度の

CO2排出量

原単位

CO2排出量

原単位の対

基準年度比

（％）

CO2排出量

原単位の対

基準年度比

の寄与度

（％）

○Ａ ○Ｂ ○Ｃ ○Ｄ =○Ａ
/○Ｃ ○Ｅ ○Ｆ =○Ｄ /○Ｅ

×100

○Ｇ =○Ｂ ×

○Ｆ /100

１ ○○販売業 9,500 95

95

販売数量

〔単位：ｔ〕

100 103 97.1 ①  92.2

２

主に管理事

務を行う本

社等

500 5

50

延床面積

〔単位：㎡〕

10 30 33.3 ②   1.7

事業者全体

○Ｈ （合計）

100％

○Ｉ =①+② 93.9

10,000
改善率＝

100％－○Ｉ
6.1

  
  ⇒ 改善率が基準年度比で５％を超えているため、達成。

４－１３．誓約期間の１年目に誓約が達成され事業効果報告書を提出し、承認通知書を

いただいた場合は、２年目以降は事業状況報告書する必要はないのでしょうか。

【答】

誓約の達成・未達成に関わらず、誓約期間（３年間又は５年間）内は事業状況報告書

（交付規程様式第 14）の御提出は義務となっています。誓約が達成された後も引き続

き二酸化炭素排出量の削減に努めていただきますようお願い致します。

二酸化炭素排出量の削減の取組状況等の確認

５－１．資金使途及び工事完了の確認はどのようにすればいいですか。

【答】

金融機関における資金使途及び工事完了の確認方法で確認していただきます。

交付決定の取消

６－１．どのような場合に交付決定が取り消されるのでしょうか。

【答】

交付規程第 20 条第１項の各号のいずれかに該当すると認めるときは、交付決定を取

り消される場合があります。例えば、交付申請書等に虚偽の記載をした場合等が想定さ

れます。



14

６－２．交付規程 第 20 条第１項第４号の「やむを得ない特段の事情」について具体

例をお教えください。  
【答】

具体例としては、天災地変（地震等）などが該当します。

６－３．交付規程 第 20 条第１項第５号に関し、具体例をお教えください。また、カ

ッコ内に指定金融機関・事業者の責めに帰すべき事情によらない場合は除くと記載され

ていますが、この場合は倒産も含まれていますか。含まれる場合、融資先事業者が倒産

した時点までは利子補給が受けられますか。

【答】

具体例としては、天災地変（地震等）により融資先事業者の事業が継続できなくなっ

た場合などが該当します。

また、倒産理由が指定金融機関又は融資先事業者の責に帰すべき事情によらない場合

は、第 20 条第１項第５号には該当しません。著しい経済事情の変動等の客観的な事情

の変更が理由である場合には該当します。利子補給が受けられる時点もケースによりま

す。

その他

７－１．交付規程 第 1 条の「その他の法令」とはどのようなものが想定されますか。

【答】

例えば、公職選挙法（第 199 条 2 項）や政治資金規正法（第 22 条の 3 第 1 項）では、

国からの利子補給等に関する規定を設けている法律もありますので、指定金融機関にお

かれては、融資にあたり法律上の懸念が生じる可能性がある場合には、融資先事業者に

対し、その顧問弁護士等へ相談をするよう促してください。

７－２．交付規程 第１６条の融資条件等変更承認申請書を提出しなければならないと

きとは、どのようなときですか。

【答】

償還期限、据置期間、払込日、償還方法等の融資条件の他、当協会に提出した書類に

おける二酸化炭素排出量の算定の誤り等を修正する場合等においても、変更承認申請書

を提出してください。

７－３．交付規程 第２２条第２項の「指定金融機関は、区分した経理・・・その他の

関係書類を誓約に係る期間の終了日から５年を経過するまでの間保管しなければなら

ない。」とはどのようなことですか。

【答】

当協会から発出した交付決定通知書等のほか、融資先事業者から受領した二酸化炭素

排出量の算定に関する資料等についても、誓約に係る期間の終了日から５年を経過する

までの間保管してください。

７－４．融資対象の設備投資の要件をお教えください。

【答】

地球温暖化対策に係る設備投資であって、次に掲げる要件を全て満たすものとします。

① 平成28年3月31日までに工事が完了するもの。
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② 融資の開始の日までに工事を開始している場合は、融資の開始の日の時点におい

て工事が継続していること。

③ 全ての工事が一体のものであり、一貫性があると認められるもの。

７－５．交付規程 第４条第１項（４）③について、一体性・一貫性の有無はどのよう

に判断すればよいでしょうか。

【答】

本規定を満たすかどうかは、工事の時期、設備投資を行う場所、導入する設備の種類、

事業者における設備投資等の計画上の位置づけ等を勘案し、当協会にて総合的に判断す

ることとしています。判断に当たっては、申請案件の内容等に応じて個別に判断してい

ますが、例えば、以下のようなケースでは、一体性・一貫性があると認められる場合が

あります。判断に迷う場合には、当協会まで個別に御相談下さい。

・複数の店舗を有する事業者において、同時期に、複数の店舗で、高効率な照明や空調

機器に更新するケース。

・同一の設備投資等の計画に位置づけられる、省エネタイプの新店舗の建設と既存店舗

の設備更新を実施するケース。

７－６．金銭消費貸借契約前に工事が完了した案件は申請できるのでしょうか。

【答】

できません。

７－７．方針決定通知後、融資計画書申請時点より利子補給額が減額になる変更（実行

日が後日になる、利率低下など）は認められますか。

【答】

変更内容が妥当であれば認められます。ただし、方針決定は融資計画書に基づいて行

いますので、交付申請と融資計画書の内容が著しく異なる場合は、交付決定を行わない

可能性があります。

また、金銭消費貸借契約の契約日が融資計画書に記載されている予定日より、1 ヶ月

以上遅くなる場合は、方針決定を取り消す場合がありますので御注意ください。

７－８．利子補給期間の金利の固定化が条件とされています。利子補給期間終了後に、

融資期間の短縮もしくは金利を変動に変更するなどの融資商品は利用可能でしょうか。

この場合金銭消費貸借契約書の利子補給期間中の金利は出来上がり金利で記載されて

いることを前提としています。

【答】

可能です。

７－９．過去、協会に造成された環境配慮型融資に係る基金、又は環境省が基金設置法

人を経由しないで実施していた類似の利子補給事業により利子補給金を受けており、既

に誓約を達成している事業者への融資は対象になりますか。

【答】

誓約を達成している場合は対象になります。
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７－１０．一指定金融機関につき、複数の利子補給金の振り込み先口座を指定すること

はできますか。

【答】

原則として、一指定金融機関一口座になります。

７－１１．金銭消費貸借契約書への貸付利率の記載ですが、例えば 1.5％の融資契約利

率で１％が利子補給率になる場合、１％ではなく 1.5％と融資契約利率を記載するかた

ちでよろしいでしょうか。

【答】

そのとおりです。当協会では金銭消費貸借契約書に記載されている利率を貸付利率と

し、利子補給率を計算します。なお、利子補給金については融資先事業者の利息に充当

をお願します。

７－１２．利子補給期間中に、融資先事業者が合併や M＆A、会社分割等、事業再編を

行った場合はどうなりますか。

【答】

基本的には、融資金の返済義務を負う者に、融資計画書の実施責任等が引き継がれて

おり、その状況を指定金融機関が確認できることが必要となりますが、変更承認申請書

（交付規程 第 11 条）等の手続きが必要となることが考えられますので、事業再編が

行われる可能性が判明した場合には、速やかに当協会に御相談ください。

７－１３．交付規程 第２３条第１項の「必要があると認めるとき」について、協会に

おいてどのような場合に調査等が行われるのかお教えください。

【答】

例えば、会計検査院等の求めがある場合に、融資先事業者から提供を受けた資料等の

提出を、指定金融機関に求める場合があります。

７－１４．金銭消費貸借契約書上に、貸付利率を記載する欄がないのですが、どのよう

にしたらよいでしょうか。

【答】

金銭消費貸借契約書の様式上、貸付利率を記載する欄がない場合（貸付利率の設定方

法が、基準金利にスプレッドを加算する形であり、かつ当該スプレッドの記載欄しかな

い場合など）は、金銭消費貸借契約後、手書きで貸付利率を明記して当協会に提出して

ください。

７－１５．平成２５年度に指定金融機関の指定を受けましたが、今年度の新規申請案件

が見込めないことから、本事業への指定金融機関申請は見送る予定です。この場合、平

成２５年度に交付決定を受けた継続案件について、今年度の利子補給金の交付を受ける

ためには、平成２６年度も指定金融機関の申請をする必要がありますでしょうか。

【答】

平成 25 年度に指定金融機関の指定を受けた金融機関であっても、今年度、改めて指

定金融機関の申請をしていただきます。



17

なお、交付規程 附則第 2 項に基づき、平成 26 年 6 月末までに継続案件に係る交付

申請書を提出する等、各種手続きが必要となりますので、遅くとも６月中旬までに指定

金融機関の申請をお願い致します。
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別紙１

元金償還を１年据え置いた場合の例

＜融資条件＞

・融資金額：１億円

・１回当たりの元金償還金額：１千万円

・利子補給率：0.666％（契約利率１％×2/3＝0.6666…）

例１：融資の開始の日が平成 26 年 7 月 11 日で、第１回目の単位期間を平成 26 年 9 月 10 日までとした場合

単位期間の末日 利子補給金の算定期間 元金の償還 利子補給金額 利子補給金額算定式

H26.09.10 H26.07.11～H26.09.10 なし ¥113,128 １億円×62 日÷365 日×0.666％
H27.03.10 H27.09.11～H27.03.10 なし ¥330,263 １億円×181 日÷365 日×0.666％

H27.09.10 H27.03.11～H27.09.10
あり

（H27.07.11 を過ぎたため、元金償還開始）

¥335,736
１億円×184 日÷365 日×0.666％

H28.03.10 H27.09.11～H28.03.10 あり ¥297,236 ９千万円×181 日÷365 日×0.666％

例２：融資の開始の日が平成 26 年 7 月 11 日で、第１回目の単位期間を平成 27 年 3 月 10 日までとした場合

単位期間の末日 利子補給金の算定期間 元金の償還 利子補給金額 利子補給金額算定式

H27.03.10 H26.07.11～H27.03.10 なし ¥443,391 １億円×243 日÷365 日×0.666％

H27.09.10 H27.03.11～H27.09.10
あり

（H27.07.11 を過ぎたため、元金償還開始）
¥335,736 １億円×184 日÷365 日×0.666％

H28.03.10 H27.09.11～H28.03.10 あり ¥297,236 ９千万円×181 日÷365 日×0.666％
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別紙２

交付規程 様式第２別紙１「当該融資に係る事業計画書」の資金使途欄に係る別添資料の例

○資金使途に係る別添資料

設備の名称 費用 工事地点 着工 完工

××店舗改修事業

（内訳）

照明設備

■■社製 xx-xx △台

■■社製 yy-yy ▲台

空調設備

１億円

１億円

東京都千代田区

霞が関○－○

H26 ○／○ H27 ○／○

計 ２億円

設備の概要等

照明設備 ・低消費電力タイプ（従来型比○％改善）の照明器具（別添パンフ

レットご参照）への更新。

・照度センサー、人感センサーの導入による省エネ化。

空調設備 ・省エネタイプの高効率機種（従来型比○％改善する▲▲社製 zz-zz
（別添パンフレットご参照）と同等以上の省エネ効果を有する設備

を導入予定）への更新。

・全熱交換器の採用による、冷暖房の熱ロスの削減。
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別紙３

二酸化炭素排出量及び二酸化炭素排出原単位分母（原単位で誓約した場合のみ）の現況及びその算出根拠に係る資料

融資計画書の提出時には基準年度の、事業効果報告書提出時には誓約達成年度の下記資料を提出してください。

＜二酸化炭素排出原単位で誓約する場合＞

最新の CO2 排出係数を使用する場合

（変動を選択）

基準年度と同じ CO2 排出係数を使用する場合

（固定を選択）

省エネ法の特定事業者又は特

定連鎖化事業者（事業者単位

で誓約する場合）

又は

省エネ法のエネルギー管理指

定工場（事業所単位で誓約す

る場合）

省エネ法の定期報告書

と同じ原単位を使用す

る場合（※１）

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書の写し（※３）

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書の写し（※３）

③ CO2 排出量の計算表（※６）

省エネ法の定期報告書

と異なる原単位を使用

する場合

① 表紙

② 省エネ法の定期報告書の写し

③ 原単位算出分母の算出根拠に係る資料

（※４）

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書の写し（※３）

③ CO2 排出量の計算表（※６）

④ 原単位算出分母の算出根拠に係る資料

（※４）

上記以外の事業者又は事業所

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書に準ずる資料（※５）

③ CO2 排出量の計算表（※６）

④ エネルギー使用量の根拠資料（※７）
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＜二酸化炭素排出量で誓約する場合＞

最新の CO2 排出係数を使用する場合

（変動を選択）

基準年度と同じ CO2 排出係数を使用する場合

（固定を選択）

省エネ法の特定事業者又は特

定連鎖化事業者（事業者単位

で誓約する場合）

又は

省エネ法のエネルギー管理指

定工場（事業所単位で誓約す

る場合）

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書の写し（※３）

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書の写し（※３）

③ CO2 排出量の計算表（※６）

上記以外の事業者又は事業所

① 表紙（※２）

② 省エネ法の定期報告書に準ずる資料（※５）

③ CO2 排出量の計算表（※６）

④ エネルギー使用量の根拠資料（※７）

※１ 省エネ法の定期報告書と同じ原単位を使用する場合とは、省エネ法の定期報告書に記載したエネルギー使用量と密接な関係を持つ値と同じ

値を、二酸化炭素排出原単位分母として使用する場合を指します。

※２ 表紙には、当該資料が誓約単位のCO2排出原単位又はCO2排出量に相違がない旨並びに融資先事業者の事業者名及び代表者氏名を記載し、

代表者の印を押してください。

※３ 省エネ法の定期報告書の写しについては、必ず全ページを添付し、二酸化炭素排出原単位分母（原単位で誓約した場合のみ）及び二酸化炭

素排出量の記載箇所がわかるように付箋を付けるなどしてください。
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※４ 原単位算出分母の算出根拠に係る資料は、原則として法律に基づいて作成した資料とします。（例：売上高の場合は損益計算書など。）

※５ 省エネ法の定期報告書に準ずる資料については、以下のツールを利用するなどして作成してください（当協会が作成した書式（指定金融機

関に採択後に別途送付）をご利用いただくことも可能です。）。

・省エネ法 定期報告書作成支援ツール

http://www.enecho.meti.go.jp/topics/080801/teiki_shien_tool.htm
・地球温暖化対策の推進に関する法律（以下「温対法」という） 温室効果ガス排出量算定・報告・公表制度 報告書作成支援ツール

http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/tool

※６ CO2 排出量について、エネルギーの種類別のエネルギー使用量及び CO2 排出係数が分かるよう、一覧表にまとめてください（当協会が作

成した書式（指定金融機関に採択後に別途送付）をご利用いただくことも可能です。）。電力については、電力会社別の電力使用量が分かるよ

うにしてください。なお、最新の CO2 排出係数は環境省の HP の算定方法・排出係数一覧でご確認ください。

      http://ghg-santeikohyo.env.go.jp/calc

※７ エネルギー使用量の根拠資料とは、電気・ガス等の請求書等とします（ただし、ISO14001 やエコアクション 21 などの環境マネジメントシ

ステムの認証を取得している融資先事業者であって、誓約の範囲に多数の店舗・支店等を含み、大量の請求書があるため、その原本の収集が

困難である等の合理的な理由があると認められる場合に限り、電気・ガス等の請求書に代えて、当該事業者が作成したエネルギー使用量を管

理した帳票を提出することができるものとします。なお、原則として、当該環境マネジメントシステムの認証を取得していない事業者は、本

取扱いを認めませんが、実質的な環境マネジメントシステムの有無等を当協会が個別に勘案し、例外的に認める場合があります。）。

なお、エネルギー使用量の根拠資料の提出が困難である場合には当協会に御相談ください。例えば、多数の請求書があるなど、添付が困難

であると認められる場合には、融資先事業者又は指定金融機関において誓約期間の終了から５年を経過するまでの間、原本又は原本を電子デ

ータ（PDF 等）化したものを保管し、当協会から求めがあった場合には提出することを条件として交付を決定することがあります。ただし、

資料の提出が困難な場合においても、当該資料を基に二酸化炭素排出量を正確に算出しているかを指定金融機関で必ず確認してください。


